
平成２６年３月２８日（金）
国土交通省関東地方整備局

記 者 発 表 資 料

平成２６年度関東地方整備局関係予算の概要について

平成２６年度国土交通省関係予算のうち、関東地方整備局関係の配分概要は次のとおり
です。

※「当記者発表資料」及び「主要事業の概要」は、関東地方整備局ホームページでご覧になれます。
【関東地方整備局の予算】http://www.ktr.mlit.go.jp/kisha/kyoku 00000633.html

※国土交通省（本省）の予算概要については、国土交通省ホームページをご覧ください。
【国土交通省の平成２６年度予算】

http://www.mlit.go.jp/page/kanbo05_hy_000592.html

発表記者クラブ

竹芝記者クラブ、神奈川建設記者会、横浜海事記者クラブ、
茨城県政記者クラブ、栃木県政記者クラブ、刀水クラブ、
埼玉県政記者クラブ、千葉県政記者会、東京都庁記者クラブ、
神奈川県政記者クラブ、山梨県政記者クラブ、長野県庁会見場、
長野市政記者クラブ、長野市政記者会、静岡県政記者会、
新潟県政記者クラブ、新県政記者クラブ

問い合わせ先

国土交通省関東地方整備局 048-601-3151（代表）

○予算調整官 庄司 元彦(内線2219) ○地方事業評価管理官 杉﨑 光義(内線2118)
しょうじ もとひこ すぎざき みつよし

○会計課長 久保田 和幸(内線2411) ○企画課長 信田 智 (内線3151)
く ぼ た かずゆき し だ さとる

○会計課長補佐 鶴岡 清史(内線2414) ○企画課長補佐 風間 聡 (内線3156)
つるおか き よ し か ざ ま さとし

【河川関係】 ○河川計画課長補佐 藤田 正 (内線3612)
ふ じ た ただし

【道路関係】 ○道路計画第一課長補佐 塩谷 正広(内線4212)
しおのや まさひろ

【港湾関係】 ○港湾計画課長補佐 高橋 三吉 045-211-7415
たかはし みつよし

【空港関係】 ○空港整備課長補佐 中村 健 045-211-7421
なかむら たけし

【都市関係】 ○都市整備課長補佐 井手 統一(内線6162)
い で つねかず

【住宅関係】 ○住宅整備課長補佐 福島 敏彦(内線6183)
ふくしま としひこ

【営繕関係】 ○計画課長補佐 下野 成敏(内線5153)
し も の しげとし

【社会資本整備総合交付金】 ○事業調整官 竹内 実 (内線3116)
たけうち みのる
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１．平成２６年度予算配分の概要

関東地方整備局配分事業費：18,738億円（対前年度　1.06倍）

内訳  直　轄：　　4,932億円（対前年度　1.07倍）

 補　助：　　2,012億円（対前年度　1.13倍）

 交付金：　 11,794億円（対前年度　1.04倍）

　※復興庁計上分：386億円を含む

【参考】

国土交通省配分事業費　　：75,057億円

内訳 一般公共事業費：74,686億円

官庁営繕費　　：　 371億円

　※別途、復興庁計上予算：3,499億円を配分

※計数はそれぞれ四捨五入しているため、端数において合計とは一致しない場合があります。

２．予算配分額

（１）総括表
（単位：百万円）

通常分
復興庁
計上分

合計

106,171 1,267 107,438 105,021 1.02

1,270 0 1,270 516 2.46

307,755 0 307,755 282,504 1.09

63,184 6,418 69,602 73,432 0.95

19,759 0 19,759 16,959 1.17

48,962 0 48,962 8,974 5.46

112,103 0 112,103 121,184 0.93

8,857 0 8,857 10,125 0.87

0 0 0 263 -

5,611 0 5,611 5,831 0.96

1,148,528 30,874 1,179,402 1,135,325 1.04

1,822,199 38,558 1,860,757 1,760,132 1.06

13,028 0 13,028 12,923 1.01

1,835,227 38,558 1,873,785 1,773,055 1.06

※空港の金額は、東京国際空港配分額のうち、関東地方整備局の執行分です。

※社会資本総合整備は、「社会資本整備総合交付金」と「防災・安全交付金」があります。

※計数はそれぞれ四捨五入しているため、端数において合計とは一致しない場合があります。

市 街 地 整 備

下 水 道

社会資本総合整備

平成２６年度関東地方整備局関係予算の概要

空 港

都市水環境整備

国 営 公 園 等

倍率
平成26年度

一般公共事業計

官 庁 営 繕

合 計

区　　分 平成25年度

治 水

海 岸

道 路

港 湾

住 宅 対 策
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（２）直轄・補助事業等別内訳

直轄事業 （単位：百万円）

通常分
復興庁
計上分

合計

101,768 1,267 103,035 99,531 1.04

1,270 0 1,270 516 2.46

296,831 0 296,831 271,649 1.09

38,704 6,082 44,786 42,840 1.05

19,759 0 19,759 16,959 1.17

8,857 0 8,857 10,125 0.87

5,611 0 5,611 5,026 1.12

472,800 7,348 480,148 446,646 1.08

13,028 0 13,028 12,923 1.01

485,828 7,348 493,176 459,569 1.07
※空港の金額は、東京国際空港配分額のうち、関東地方整備局の執行分です。
※計数はそれぞれ四捨五入しているため、端数において合計とは一致しない場合があります。

補助事業等 （単位：百万円）

通常分
復興庁
計上分

合計

4,403 0 4,403 5,490 0.80

10,924 0 10,924 10,855 1.01

24,480 336 24,816 30,592 0.81

48,962 0 48,962 8,974 5.46

112,103 0 112,103 121,184 0.93

0 0 0 263 -

0 0 0 805 -

1,148,528 30,874 1,179,402 1,135,325 1.04

1,349,399 31,210 1,380,609 1,313,486 1.05

1,349,399 31,210 1,380,609 1,313,486 1.05
※社会資本総合整備は、「社会資本整備総合交付金」と「防災・安全交付金」があります。
※計数はそれぞれ四捨五入しているため、端数において合計とは一致しない場合があります。

（３）補助事業等都県別内訳
（単位：百万円）

通常分
復興庁
計上分

75,572 23,773

58,379 0

76,937 0

117,174 0

117,877 6,427

567,658 0

202,679 0

48,236 0

84,887 1,010

1,349,399 31,210
※計数はそれぞれ四捨五入しているため、端数において合計とは一致しない場合があります。

1,380,609

202,679

埼 玉 県

48,236

85,897

茨 城 県

栃 木 県

117,174

長 野 県

合 計

海 岸

平成25年度 倍率

平成25年度 倍率

一般公共事業計

空 港

治 水

区　　分

道 路

合計

平成26年度

平成26年度

平成26年度

99,345

58,379

港 湾

千 葉 県

国 営 公 園 等

社会資本総合整備

区　　分

合 計

下 水 道

都市水環境整備

国 営 公 園 等

一般公共事業計

官 庁 営 繕

合 計

群 馬 県

区　　分

道 路

港 湾

124,304

567,658

76,937

治 水

神 奈 川 県

山 梨 県

市 街 地 整 備

東 京 都

住 宅 対 策
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３．関東地方整備局所管事業

■基本方針

関東地方整備局では、巨大台風や巨大地震に備えるための防災・減災対策、高度成長期
以降に集中的に整備されたインフラの老朽化対策、アジア諸国の成長が著しい中、激化す
る都市間競争に勝ち抜くための国際競争力の強化など我が国が直面する課題に緊急に取り
組むため、「東日本大震災からの復興加速」、「国民の安全・安心の確保」及び「経済・地
域の活性化」の３分野に重点化した予算を計上したところです。

これを踏まえ、国民の命と暮らしを守る防災・減災、老朽化対策を進めるとともに、基
幹的交通インフラ整備の推進による我が国の国際競争力の強化、都市の再生や公共交通の
活性化等による地域の活性化と豊かな暮らしの実現に対応していきます。

なお、東日本大震災からの復興関係予算については、復興を加速するため、復興庁が定
める実施に関する計画に従い、着実に執行します。

■代表事業

Ⅰ.東日本大震災からの復興加速

①インフラの復旧・整備

1)茨城港常陸那珂港区中央ふ頭地区国際物流ターミナル整備事業【茨城県】 (別添P75)
いばらきこ うひたちなかこ う く ちゅうおう とうちくこくさいぶつりゅう せ い びじぎょう

Ⅱ.国民の安全・安心の確保

《防災・減災、老朽化対策》
①大規模水害・土砂災害等に備えた治水対策、渇水対策の推進

1)首都圏氾濫区域堤防強化対策【茨城県・埼玉県】 (別添P１)
しゅとけんはんらんくいきていぼうきょうかたいさく

2)浅間山直轄火山砂防事業【群馬県・長野県】 (別添P13)
あさまやまちょっかつかざんさぼうじぎょう

3)西湘海岸直轄海岸保全施設整備事業【神奈川県】 (別添P26)
せいしょうかいがんちょっかつかいがんほぜんしせつせいびじぎょう

②社会資本の戦略的な維持管理・更新

3)沖ノ鳥島管理保全【東京都】 (別添P21)
おきのとりしま か ん り ほ ぜ ん

Ⅲ.経済・地域の活性化

《国際競争力の強化等》
①効率的な物流ネットワークの強化

1)首都圏中央連絡自動車道【神奈川県、東京都、埼玉県、茨城県、千葉県】 (別添P32)
しゅとけんちゅうおうれんらく じ どうしゃどう

2)東 京 外かく環状道路【東京都、千葉県】 (別添P33･P34)
とうきょうがい かんじょうどうろ

②港を核とした国際コンテナ物流網の強化(国際コンテナ戦略港湾政策の深化と加速)

1)京浜港国際コンテナ戦略港湾機能強化事業【東京都、神奈川県】 (別添P78･P82)
けいひんこうこくさい せんりゃくこうわんきのうきょうかじぎょう

③海洋資源等の開発・利用の推進、海洋フロンティアを支える環境整備

1)南 鳥島及び沖ノ鳥島における活動拠点整備事業【東京都】 (別添P85)
みなみとりしま おきのとりしま かつどうきょてんせ い びじぎょう

④首都圏空港の機能強化

1)東京国際空港（羽田空港）整備事業【東京都】 (別添P86)
とうきょうこくさいくうこう は ね だくうこう せ い びじぎょう

※「東日本大震災からの復興加速」、「国民の安全・安心の確保」、「経済・地域の活性化」の３つの事項について、代表事業を紹介しています。

◇平成２６年度主要事業の概要につきましては、「別添」資料をご覧ください。
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